
当別町水道事業経営戦略

団 　 　 体 　 　 名 ： 当別町

事 　 　 業 　 　 名 ： 上水道（末端給水）

策 　 　 定 　 　 日 ： 平成 29 年 3 月

計 　 画 　 期 　 間 ： 平成 29 年度 ～ 平成 38 年度

１．事業概要

（１）事業の現況

① 給　水

供 用 開 始 年 月 日 昭和41年4月1日 計 画 給 水 人 口 22,900 人

法適（全部・財務）
・ 非 適 の 区 分

法適（全部）
現 在 給 水 人 口 18,239 人

有 収 水 量 密 度 0.104 千 ／ha

② 施　設　

水 源
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（複数選択可）

施 設 数
浄水場設置数

管 路 延 長 279.73
千ｍ配水池設置数 1

施 設 能 力 11,100  ／日 施 設 利 用 率 52.89 ％

③ 料　金

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

　料金体系は、家事用や業務用、浴場用など用途別料金体系をとっており、各用途ごとに基
本料金と水量（従量）料金を設定しています。業務用の料金については、メーター口径の区
分により細分化した設定をしています。

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定
は 含 ま な い ）

平成25年4月1日

④ 組　織

　上下水道課として上下水道課長の下、業務係6人及び技術係4人の2係11人で構成されています。職員給与費は水道
事業会計6人下水道事業特別会計5人予算措置されています。

業務係＝水道使用開始停止の受付業務、料金調定・収納、経営管理業務など　　4人
技術係＝工事監督など事業施行・施設管理等業務など　　　　　　　　　　　   2人

（２）これまでの主な経営健全化の取組

　広域化の取組みとして、当別ダムから安定的に水道水を供給することを目的とした「石狩西部広域水道企業団」に平
成4年に参画し、平成25年度には全量受水に切り替え、恒久水源の確保を図る事ができました。
　経費削減の取組みとして、企業債の低利資金への借換え、浄水場の運転管理の民間委託（単独給水時）、事務の見直
しにより職員の削減等による人件費の圧縮等を図っています。

（３）経営比較分析表を活用した現状分析

　別添のとおり（平成27年度決算）

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他
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２．将来の事業環境

（１）給水人口の予測

○国立社会保障・人口問題研究所による将来推計を基礎として、本町事情による補正を図りながら予測しています。

○近年の減少傾向がこのまま推移していくことが見込まれます。

（２）水需要の予測

○給水人口の予測に基づき、現状普及率、過去の有収水量実績を勘案して予測しています。

○近年の減少傾向がこのまま推移していくことが見込まれますが、平成28年度に需要拡大（地下水からの転換）が図ら
れたこと、企業誘致等の積極的な推進による更なる需要拡大の要素を含んでいて、給水人口の減少等による減少傾向の
鈍化が見込まれます。

（３）料金収入の見通し

○給水人口及び水需要の予測を勘案の上予測しています。

○水需要の減少傾向に連動した収入水準が見込まれます。

（４）施設の見通し

○アセットマネジメントに基づき予測しています。

○平成29年度に10年間の更新計画を策定し、平成30年度から更新予定です。

（５）組織の見通し

○職員数について概ね現状水準を維持しながら、更に効率的な会計運営に向けた予測をしています。

○経費節減に向けた効果的な人事配置等を検討します。

３．経営の基本方針

  水道事業は、住民の日常生活に直結し、健康を守るために欠くことのできないものであり、経済活動を支える最も重
要なライフラインであるため、安心で安全な水を安定して供給する責務があります。
　しかしながら、水道事業を取り巻く環境は、給水人口の減少や節水意識の定着、節水機器の普及などにより給水収益
は減少し、ますます厳しい状況にあることから、更なる経費の節減に努め、企業誘致等による水道需要の拡大に向けて
取り組んでいくとともに、石狩西部広域水道企業団の経営の合理化が進むよう協議していきます。

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り
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（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標 費用対効果や緊急度を考慮し、計画的な施設の更新等に努めます。

○アセットマネジメント計画に基づき、更新計画を策定し、管路等の更新等に努めます。

○後年度の会計収支見込みを勘案した適切な一定事業量水準を設定し、当該水準の範囲内で効果的な投資に努めます。

○防災・安全対策として、施設の地震対策に資する効果的な投資に努めます。

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標
事業の健全経営に当たってその根幹を成す料金収入の確保を中心に所要の財源の確保に努め
ます。

○料金収入が人口減少等による減収傾向にある中、企業誘致等大口需要家の確保を図る等一定水準の確保に努めます。

○企業債及び国庫補助金は投資見合いの財源として所要金額の確保に努めます。

○使用料以外に依存する収入として一般会計繰入金の所要金額の確保に努めます。

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

○概ね現状水準を維持しながら更なる民間委託等を推進し、より効率的（経費節減に向けた効果的）な会計運営に努め
ます。

○職員給与費等において、より効率的（経費節減に向けた効果的な）な方策の検討に努めます。
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

　現状の委託業務を見直し、より効率的（経費節減に向けた効果的な包括的民間委
託、ＰＰＰ・ＰＦＩ等の導入）な方策について検討します。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

　水需要の動向に対応し、より効率的（経費節減に向けた効果的なダウンサイジン
グ）な方策について検討します。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　水需要の動向に対応し、より効率的（経費節減に向けた効果的なスペックダウ
ン）な方策について検討します。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

　後年度の会計収支見込みを勘案した適正な一定事業量水準の検証等により、効果
的な投資を図るための適正な水準の設定に努めます。

広 域 化
　石狩西部広域水道企業団における事業実施に対応した所要の投資を計画的に進め
ます。

そ の 他 の 取 組
　修繕費と関連づけて、より効率的（経費節減に向けた効果的な工事方法等）な方
策を検討します。

②　財源について検討状況等

料 金 　料金単価の見直しを料金以外の収入増加の方策を含め検討します。

企 業 債 　投資見合いの財源として所要金額を起債することに努めます。

繰 入 金
　水道高料金対象団体である期間中は、繰出基準内はもとより、繰出基準外につい
ても所要金額の繰入れに努めます。

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

　未利用資産の利活用について検討します。

そ の 他 の 取 組
　国庫補助対象事業においては投資見合いの財源として国庫補助金の所要金額の交
付を受けることに努めます。

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電などをいいます。

③　投資以外の経費についての検討状況等

委 託 料
　現状の委託業務を見直し、より効率的（経費節減に向けた効果的な包括的民間委
託、ＰＰＰ・ＰＦＩ等の導入）な方策について検討します。

修 繕 費
　投資（施設の建設・更新）と関連づけて、より効率的（経費節減に向けた効果的
な工事方法等）な方策を検討します。

動 力 費
　電力自由化等へ対応し、より効率的（経費節減に向けた効果的な運転方法等）な
方策を検討します。

職 員 給 与 費
　職員数を一定水準確保しながら、より効率的（経費節減に向けた効果的な人事配
置等）な方策を検討します。

そ の 他 の 取 組
　更なる業務の見直しを図り、より効率的（経費節減に向けて効果的な事業運営
等）な方策を検討します。

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　経営状況等の変化に対応するため、随時進捗管理を行い、必要に応じて見直しを
実施します。
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